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長岡市 

令和７年 11 月 13 日 
議員協議会資料 

【参考送付】 

１．柏崎刈羽原子力発電所の再稼働問題に関する県民意識調査（途中経過）報告 

                               参考資料１（新潟県公表資料） 

２．柏崎刈羽原子力発電所の再稼働問題に関する県民意識調査業務（報告書概要） 

参考資料２（新潟県公表資料） 



 

１ 

県民意識調査の概要について 

 

１．柏崎刈羽原子力発電所の再稼働問題に関する県民意識調査について 

（１）調査の目的 

柏崎刈羽原子力発電所の再稼働問題に関し、地域・年代・性別等の 

幅広い属性に応じた県民の多様な意見を把握すること 

（２）調査対象  

①新潟県内に居住する１８歳以上の男女個人（１２，０００人） 

②新潟県内のPAZ・UPZ圏域に居住してインターネット調査会社に 

登録している男女個人（８，３４４人） 

（３）調査期間  

①令和７年９月３日～９月１８日 

②令和７年１０月２４日～１１月７日 

（４）調査方法  

①郵送による調査票の配布・郵送又はwebによる回収  

    ②インターネット調査 

  

２． 調査回答数（②は除く） 

 調査数※1 有効回収数（率）※1 

県内 30 市町村 ６，０００人 ３，３６０人（５６.０％） 

PAZ・UPZ※2 ８，０７０人 ４，７０７人（５８.３％） 

（内）長岡市 １，２００人 ６４９人（５４.１％） 

※1 調査票の配布は新潟県の性別・年齢別・地域別の人口構成を踏まえて行った 

が、回答者の構成が新潟県の人口構成と異なったことから、調査結果には性別・ 

年齢別・地域別の人口構成を踏まえた重み付け(ウェイトバック集計)を実施 

   ※2 全県調査の回答も含む。 

 

資料№１－１ 

PAZ・UPZ９市町村 8,070

→市町村別に集計 

県内 30 市町村 6,000 

→全県・５地域別に集計

PAZ・UPZ 以外の 

21 市町村分 

3,930 

PAZ・UPZ９市町村 

追加調査 

6,000 

PAZ・UPZ 

9 市町村分 

2,070 

 

 

・９市町村に人口比で配分 

・調査項目は同じ 

PAZ・UPZ インターネット補足調査

8,344 

調査数イメージ 

長岡市 1,200 

R7.11.13 議員協議会資料
原子力安全対策室 
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長岡市民分の県民意識調査の分析結果について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料№１－３※ 

R7.11.13 議員協議会資料
原子力安全対策室 

 

10% 24% 29% 34% 3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

22% 23% 20% 33% 2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

9% 17% 30% 42% 2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

「問 5-1(2)東京電力が柏崎刈羽原子力発電所を運転することは心配だ」 

「問 5-1(14)再稼働の条件は現状で整っている」 

「問 5-1(15)どのような対策を行ったとしても再稼働すべきでない」 

肯定的な意見         否定的な意見      無回答 

２６％（県全体３０％） 

４５％（県全体５０％） 

３４％（県全体３７％） 

７２％（県全体６９％） 

５３％（県全体４８％） 

６３％（県全体６０％） 

※資料№１－３は新潟県が公表した資料をもとに長岡市が分析・作成しました。

そうは思わない そう思う どちかといえばそう思う どちらかといえばそうは思わない 無回答 

どちらかといえばそうは思わない どちらかといえばそう思う そう思う そうは思わない 無回答 

そう思う どちらかといえばそう思う そうは思わない どちらかといえばそうは思わない 無回答 
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問 5-1 以下には柏崎刈羽原子力発電所６号機・７号機の再稼働に関する考え方
を挙げています。以下のそれぞれについて、あなたご自身のお考えをお選びくだ
さい。なお、あなたに該当しないことでも、その立場に立ってお答えください。 

問 3-2 問 3-1 の対策を含め、柏崎刈羽原子力発電所で実施されてい
る対策により、安全性はどの程度確保されていると思いますか。最

も近いものをお選びください。 

「問 5-1(2)東京電力が柏崎刈羽原子力発電所を運転することは心配だ」に「①そう思う」「②どちらかといえばそう思う」と回答した市民の分析 

質問内容 思う※1 思わない※2

(6)電力の安定供給につながる 65.4％ 33.3％

(7)地球温暖化対策につながる 54.0％ 44.5％

(8)地域経済や雇用に良い影響がある 59.1％ 39.5％

(9)自分の住む地域にさらなる具体的なメリットが必要だ 76.2％ 22.6％

(10)原子力災害が発生した場合、風評被害が起きないか心配だ 95.6％ 3.4％

(11)原子力災害が発生した場合、十分な補償を受けられるか心配だ 97.7％ 1.7％

(12)原発の使用済核燃料が増えていくことが問題だ 98.3％ 1.3％

※１「そう思う」「どちらかといえばそう思う」の合計（無回答は除く） 

※２「そうは思わない」「どちらかといえばそうは思わない」の合計（無回答は除く） 

質問内容 回答 割合 

(1)福島第一原発事故の教訓等

を踏まえて十分な対策が取ら

れている 

そう思う ３．２％

どちらかといえばそう思う ３５．４％

どちらかといえばそうは思わない ３５．９％

そうは思わない ２４．９％

無回答 ０．６％

回答 割合 

十分確保されている ０．８％

おおむね確保されている ３０．０％

あまり確保されていない ２７．８％

まったく確保されていない １１．４％

わからない ２６．４％

無回答 ３．６％

 
問 4-3 問 4-2 で選択した対策に限らず、防災への取り組みはどの程度

実施できていると思いますか。最も近いものをお選びください。 

回答 割合 

十分実施できている ０．６％

おおむね実施できている ２４．１％

あまり実施できていない ３５．２％

まったく実施できていない １２．７％

わからない ２５．１％

無回答 ２．３％

 

 

42% 30% 17% 9% 2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそうは思わない そうは思わない 無回答

７２％（県全体６９％） 
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「問 5-1(2)東京電力が柏崎刈羽原子力発電所を運転することは心配だ」に「③どちらかといえばそうは思わない」「④そうは思わない」と回答した市民の分析 

質問内容 思う※1 思わない※2

(6)電力の安定供給につながる 94.5％ 5.5％

(7)地球温暖化対策につながる 74.8％ 24.5％

(8)地域経済や雇用に良い影響がある 87.7％ 12.3％

(9)自分の住む地域にさらなる具体的なメリットが必要だ 76.7％ 22.1％

(10)原子力災害が発生した場合、風評被害が起きないか心配だ 77.9％ 22.1％

(11)原子力災害が発生した場合、十分な補償を受けられるか心配だ 82.2％ 17.8％

(12)原発の使用済核燃料が増えていくことが問題だ 79.1％ 20.9％

※１「そう思う」「どちらかといえばそう思う」の合計（無回答は除く） 

※２「そうは思わない」「どちらかといえばそうは思わない」の合計（無回答は除く） 

質問内容 回答 割合 

(1)福島第一原発事故の教訓等

を踏まえて十分な対策が取ら

れている 

そう思う １７．８％

どちらかといえばそう思う ６６．９％

どちらかといえばそうは思わない １１．０％

そうは思わない ４．３％

無回答 ０．０％

回答 割合 

十分確保されている １０．４％

おおむね確保されている ５７．１％

あまり確保されていない ６．１％

まったく確保されていない １．８％

わからない ２０．９％

無回答 ３．７％

 

 

42% 30% 17% 9% 2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそうは思わない そうは思わない 無回答

回答 割合 

十分実施できている ８．６％

おおむね実施できている ４８．５％

あまり実施できていない １９．６％

まったく実施できていない ３．７％

わからない １７．８％

無回答 １．８％

問 4-3 問 4-2 で選択した対策に限らず、防災への取り組みはどの程度
実施できていると思いますか。最も近いものをお選びください。 

問 3-2 問 3-1 の対策を含め、柏崎刈羽原子力発電所で実施されてい
る対策により、安全性はどの程度確保されていると思いますか。最も

近いものをお選びください。

問 5-1 以下には柏崎刈羽原子力発電所６号機・７号機の再稼働に関する考え方
を挙げています。以下のそれぞれについて、あなたご自身のお考えをお選びくだ
さい。なお、あなたに該当しないことでも、その立場に立ってお答えください。

２６％（県全体３０％） 
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「問 5-1(14)再稼働の条件は現状で整っている」に「①そう思う」「②どちらかといえばそう思う」と回答した市民の分析 

質問内容 思う※1 思わない※2

(6)電力の安定供給につながる 98.2％ 1.8％

(7)地球温暖化対策につながる 82.7％ 16.8％

(8)地域経済や雇用に良い影響がある 93.2％ 6.8％

(9)自分の住む地域にさらなる具体的なメリットが必要だ 83.6％ 15.0％

(10)原子力災害が発生した場合、風評被害が起きないか心配だ 86.4％ 13.6％

(11)原子力災害が発生した場合、十分な補償を受けられるか心配だ 89.5％ 10.5％

(12)原発の使用済核燃料が増えていくことが問題だ 86.4％ 13.6％

※１「そう思う」「どちらかといえばそう思う」の合計（無回答は除く） 

※２「そうは思わない」「どちらかといえばそうは思わない」の合計（無回答は除く） 

質問内容 回答 割合 

(2)東京電力が柏崎刈羽原子力

発電所を運転することは心配だ 

そう思う ８．６％

どちらかといえばそう思う ３７．３％

どちらかといえばそうは思わない ３３．２％

そうは思わない ２０．５％

無回答 ０．４％

回答 割合 

十分実施できている ６．８％

おおむね実施できている ５７．７％

あまり実施できていない １８．７％

まったく実施できていない １．４％

わからない １３．６％

無回答 １．８％

 

10% 24% 29% 34% 3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそうは思わない そうは思わない 無回答

回答 割合 

十分確保されている ８．６％

おおむね確保されている ６９．１％

あまり確保されていない ５．０％

まったく確保されていない ０．５％

わからない １４．５％

無回答 ２．３％

 
問 4-3 問 4-2 で選択した対策に限らず、防災への取り組みはどの程度

実施できていると思いますか。最も近いものをお選びください。 

問 3-2 問 3-1 の対策を含め、柏崎刈羽原子力発電所で実施されてい
る対策により、安全性はどの程度確保されていると思いますか。 

最も近いものをお選びください。 

問 5-1 以下には柏崎刈羽原子力発電所６号機・７号機の再稼働に関する考え方
を挙げています。以下のそれぞれについて、あなたご自身のお考えをお選びくだ
さい。なお、あなたに該当しないことでも、その立場に立ってお答えください。 

３４％（県全体３７％） 
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「問 5-1(14)再稼働の条件は現状で整っている」に「③どちらかといえばそうは思わない」「④そうは思わない」と回答した市民の分析 

質問内容 思う※1 思わない※2

(6)電力の安定供給につながる 59.2％ 39.8％

(7)地球温暖化対策につながる 46.8％ 52.4％

(8)地域経済や雇用に良い影響がある 52.7％ 46.4％

(9)自分の住む地域にさらなる具体的なメリットが必要だ 72.8％ 26.5％

(10)原子力災害が発生した場合、風評被害が起きないか心配だ 94.4％ 5.1％

(11)原子力災害が発生した場合、十分な補償を受けられるか心配だ 96.4％ 3.4％

(12)原発の使用済核燃料が増えていくことが問題だ 97.1％ 2.7％

※１「そう思う」「どちらかといえばそう思う」の合計（無回答は除く） 

※２「そうは思わない」「どちらかといえばそうは思わない」の合計（無回答は除く） 

質問内容 回答 割合 

(2)東京電力が柏崎刈羽原子力

発電所を運転することは心配だ 

そう思う ６２．４％

どちらかといえばそう思う ２６．５％

どちらかといえばそうは思わない ８．０％

そうは思わない ２．４％

無回答 ０．７％

回答 割合 

十分実施できている ０．２％

おおむね実施できている １６．３％

あまり実施できていない ３８．６％

まったく実施できていない １５．３％

わからない ２７．４％

無回答 ２．２％

 

 

10% 24% 29% 34% 3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそうは思わない そうは思わない 無回答

回答 割合 

十分確保されている ０．５％

おおむね確保されている ２０．４％

あまり確保されていない ３１．５％

まったく確保されていない １３．６％

わからない ３０．１％

無回答 ３．９％

 
問 4-3 問 4-2 で選択した対策に限らず、防災への取り組みはどの程度

実施できていると思いますか。最も近いものをお選びください。 

問 3-2 問 3-1 の対策を含め、柏崎刈羽原子力発電所で実施されてい
る対策により、安全性はどの程度確保されていると思いますか。 

最も近いものをお選びください。

問 5-1 以下には柏崎刈羽原子力発電所６号機・７号機の再稼働に関する考え方
を挙げています。以下のそれぞれについて、あなたご自身のお考えをお選びくだ
さい。なお、あなたに該当しないことでも、その立場に立ってお答えください。 

６３％（県全体６０％） 
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「問 5-1(15)どのような対策を行ったとしても再稼働すべきでない」に「①そう思う」「②どちらかといえばそう思う」と回答した市民の分析 

 質問内容 思う※1 思わない※2

(6)電力の安定供給につながる 52.6％ 45.1％

(7)地球温暖化対策につながる 45.7％ 51.7％

(8)地域経済や雇用に良い影響がある 50.9％ 46.8％

(9)自分の住む地域にさらなる具体的なメリットが必要だ 69.8％ 27.9％

(10)原子力災害が発生した場合、風評被害が起きないか心配だ 94.5％ 3.7％

(11)原子力災害が発生した場合、十分な補償を受けられるか心配だ 96.8％ 2.0％

(12)原発の使用済核燃料が増えていくことが問題だ 99.1％ 0.3％

※１「そう思う」「どちらかといえばそう思う」の合計（無回答は除く） 

※２「そうは思わない」「どちらかといえばそうは思わない」の合計（無回答は除く） 

質問内容 回答 割合 

(2)東京電力が柏崎刈羽原子力

発電所を運転することは心配だ

そう思う ６７．２％

どちらかといえばそう思う ２６．２％

どちらかといえばそうは思わない ２．９％

そうは思わない ２．６％

無回答 １．１％

回答 割合 

十分実施できている ０．９％

おおむね実施できている １７．２％

あまり実施できていない ３６．２％

まったく実施できていない １４．９％

わからない ２８．２％

無回答 ２．６％

 

 

33% 20% 23% 22% 2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそうは思わない そうは思わない 無回答

回答 割合 

十分確保されている １．２％

おおむね確保されている ２０．４％

あまり確保されていない ３０．７％

まったく確保されていない １５．２％

わからない ２９．６％

無回答 ２．９％

 
問 4-3 問 4-2 で選択した対策に限らず、防災への取り組みはどの程度

実施できていると思いますか。最も近いものをお選びください。 

問 3-2 問 3-1 の対策を含め、柏崎刈羽原子力発電所で実施されてい
る対策により、安全性はどの程度確保されていると思いますか。 

最も近いものをお選びください。 

問 5-1 以下には柏崎刈羽原子力発電所６号機・７号機の再稼働に関する考え方
を挙げています。以下のそれぞれについて、あなたご自身のお考えをお選びくだ
さい。なお、あなたに該当しないことでも、その立場に立ってお答えください。 

５３％（県全体４８％） 
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「問 5-1(15)どのような対策を行ったとしても再稼働すべきでない」に「③どちらかといえばそうは思わない」「④そうは思わない」と回答した市民

質問内容 思う※1 思わない※2

(6)電力の安定供給につながる 95.8％ 4.2％

(7)地球温暖化対策につながる 75.0％ 25.0％

(8)地域経済や雇用に良い影響がある 84.4％ 15.6％

(9)自分の住む地域にさらなる具体的なメリットが必要だ 83.3％ 16.0％

(10)原子力災害が発生した場合、風評被害が起きないか心配だ 86.5％ 13.5％

(11)原子力災害が発生した場合、十分な補償を受けられるか心配だ 89.9％ 10.1％

(12)原発の使用済核燃料が増えていくことが問題だ 86.1％ 13.9％

※１「そう思う」「どちらかといえばそう思う」の合計（無回答は除く） 

※２「そうは思わない」「どちらかといえばそうは思わない」の合計（無回答は除く） 

質問内容 回答 割合 

(2)東京電力が柏崎刈羽原子力

発電所を運転することは心配だ 

そう思う １４．９％

どちらかといえばそう思う ３５．１％

どちらかといえばそうは思わない ３３．３％

そうは思わない １６．０％

無回答 ０．７％

回答 割合 

十分実施できている ４．５％

おおむね実施できている ４６．２％

あまり実施できていない ２５．３％

まったく実施できていない ４．９％

わからない １７．４％

無回答 １．７％

 

 

33% 20% 23% 22% 2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそうは思わない そうは思わない 無回答

回答 割合 

十分確保されている ５．９％

おおむね確保されている ５７．３％

あまり確保されていない １１．１％

まったく確保されていない １．７％

わからない ２０．２％

無回答 ３．８％

問 4-3 問 4-2 で選択した対策に限らず、防災への取り組みはどの程度
実施できていると思いますか。最も近いものをお選びください。 

問 3-2 問 3-1 の対策を含め、柏崎刈羽原子力発電所で実施されてい
る対策により、安全性はどの程度確保されていると思いますか。 

最も近いものをお選びください。 

問 5-1 以下には柏崎刈羽原子力発電所６号機・７号機の再稼働に関する考え方
を挙げています。以下のそれぞれについて、あなたご自身のお考えをお選びくだ
さい。なお、あなたに該当しないことでも、その立場に立ってお答えください。 

４５％（県全体５０％） 
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「問 5-1(14)の回答別での問 5-2 の回答構成の分析（第１位～第３位合算） 

問 5 1(14)再稼働の条件は現状

で整っている 

問 5-2 問 5-1 のうち、あなたが６号機・７号機の再稼働を考えるにあたって、特に重要と考えるものをお選びください。 

（(1)～(13)の中で、１位～３位まで１つずつ選択）に対する回答構成（1 位：1pt、2 位：0.5pt、3 位：0.33pt で合算） 

 

1.1%

11.6%

13.5%

15.5%

15.3%

13.2%

16.1%

19.4%

15.0%

7.3%

3.9%

13.6%

3.2%

6.9%

10.3%

12.1%

6.8%

9.1%

7.5%

4.6%

8.8%

8.8%

4.2%

6.9%

1.1%

5.0%

6.2%

9.8%

6.0%

6.5%

1.6%

1.1%

3.9%

14.1%

27.0%

7.4%

1.0%

0.8%

1.0%

4.2%

5.0%

2.1%

4.3%

0.5%

0.7%

4.8%

7.8%

2.4%

1.0%

2.5%

4.2%

3.0%

4.0%

3.2%

3.0%

5.1%

2.9%

1.8%

3.4%

5.9%

8.1%

9.5%

5.4%

3.6%

7.4%

3.2%

14.5%

9.9%

6.8%

5.0%

10.1%

10.7%

3.7%

1.7%

2.3%

5.4%

54.0%

11.3%

8.2%

3.6%

7.3%

9.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

そうは思わない

どちらかといえばそうは思わない

どちらかといえばそう思う

そう思う

全体
(1)福島第一原発事故の教訓等を踏まえ十分な

安全対策が取られている

(2)東京電力が柏崎刈羽原子力発電所を運転す

ることは心配だ

(3)安全に避難できるよう、避難路のさらなる整備

が必要だ

(4)安全に屋内退避できるよう、放射線防護対策

の整った施設のさらなる整備が必要だ

(5)豪雪時に安全に避難・屋内退避できるよう、除

雪体制のさらなる整備が必要だ

(6)電力の安定供給につながる

(7)地球温暖化対策につながる

(8)地域経済や雇用に良い影響がある

(9)自分の住む地域にさらなる具体的なメリットが

必要だ

(10)原子力災害が発生した場合、風評被害が起

きないか心配だ

(11)原子力災害が発生した場合、十分な補償を

受けられるか心配だ

(12)原発の使用済核燃料が増えていくことが問題

だ

(13)６号機・７号機以外については、いくつかの号

機の廃炉を進めることが必要だ

無回答
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「問 5-1(15)の回答別での問 5-2 の回答構成の分析（第１位～第３位合算） 

問 5-1(15)どのような対策を行っ

たとしても再稼働すべきでない 

問 5-2 問 5-1 のうち、あなたが６号機・７号機の再稼働を考えるにあたって、特に重要と考えるものをお選びください。 

（(1)～(13)の中で、１位～３位まで１つずつ選択）に対する回答構成（1 位：1pt、2 位：0.5pt、3 位：0.33pt で合算） 

 

4.2%

17.9%

17.4%

12.1%

8.4%

13.2%

4.2%

5.4%

7.6%

16.2%

22.0%

13.6%

2.1%

9.2%

13.6%

9.9%

5.7%

9.1%

10.5%

6.2%

7.4%

10.1%

4.9%

6.9%

6.6%

8.9%

5.1%

6.1%

6.5%

20.4%

9.7%

3.2%

0.8%

7.4%

1.4%

4.7%

1.2%

1.9%

1.2%

2.1%

4.2%

6.5%

2.9%

0.7%

0.4%

2.4%

5.6%

5.1%

3.5%

2.5%

2.1%

3.2%

1.4%

2.6%

3.7%

4.6%

3.1%

3.4%

3.5%

7.0%

6.3%

7.7%

8.5%

7.4%

1.4%

4.5%

8.9%

12.0%

13.9%

10.1%

1.5%

2.6%

4.8%

10.5%

5.4%

61.5%

2.4%

6.3%

9.2%

12.4%

9.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無回答

そうは思わない

どちらかといえばそうは思わない

どちらかといえばそう思う

そう思う

全体

(1)福島第一原発事故の教訓等を踏まえ十分な

安全対策が取られている

(2)東京電力が柏崎刈羽原子力発電所を運転す

ることは心配だ

(3)安全に避難できるよう、避難路のさらなる整備

が必要だ

(4)安全に屋内退避できるよう、放射線防護対策

の整った施設のさらなる整備が必要だ

(5)豪雪時に安全に避難・屋内退避できるよう、除

雪体制のさらなる整備が必要だ

(6)電力の安定供給につながる

(7)地球温暖化対策につながる

(8)地域経済や雇用に良い影響がある

(9)自分の住む地域にさらなる具体的なメリットが

必要だ

(10)原子力災害が発生した場合、風評被害が起

きないか心配だ

(11)原子力災害が発生した場合、十分な補償を

受けられるか心配だ

(12)原発の使用済核燃料が増えていくことが問題

だ

(13)６号機・７号機以外については、いくつかの号

機の廃炉を進めることが必要だ

無回答
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ＵＰＺ要望への国、県の取組の現状について 

１．県知事要望の概要 

 （１）要望日 

   令和７年７月１８日（金曜日） 

 （２）対応者 

   新潟県：花角知事 

   ＵＰＺ首長：長岡市長、小千谷市長、上越市長、十日町市長、見附市長、燕市長、出雲崎町長 

 

２．国要望の概要 

 （１）要望日 

   令和７年１０月１０日（金曜日） 

 （２）対応者 

   原子力規制庁：児嶋次長、内閣府：中田副大臣、経済産業省：大串副大臣、財務省：斎藤副大臣 

   ＵＰＺ首長：長岡市長、小千谷市長、上越市長（代理：防災危機管理部長）、十日町市長（代理：副市長）、見附市長、 

燕市長（代理：副市長）、出雲崎町長 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  ⇒ 令和７年１０月１０日の国要望は令和７年７月１８日の県知事要望の文章を時点修正したものなので、県知事要望の内容 

    をもとに国、県の取組状況を整理する。 

  

R7.7.18 県知事要望 
R7.10.10 国要望 

（内閣府） 

資料№２ 

R7.11.13 議員協議会資料
原子力安全対策室 
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３．国、県の取組の現状 

（１）国への要望 

要望項目 現状 

１．柏崎刈羽原子力発電所の安全対策の徹底と向上 

（１） 

柏崎刈羽原子力発電所を運営する事業者に対する

住民の信頼を向上させるため、国が前面に立ち、

住民から信頼される運営体制を構築するととも

に、原子力災害時には国が責任を持って補償を行

うこと 

・R7.8.29 の原子力関係閣僚会議で内閣官房副長官をチーム長とした「柏崎刈羽原子力発

電所の運営に関する監視強化チーム」の開催が決定。 

・事故時の補償については、東京電力が無限責任を負い、国が援助することとされてい

る。福島第一原発事故においては、「東京電力株式会社福島第一、第二原子力発電所事

故による原子力損害の範囲の判定等に関する指針」に基づき賠償が行われているが、今

後の事故対応については方針が示されていない。 

（２） 

能登半島地震を踏まえ、国は未発表の上越沖以北

の活断層調査を加速するとともに、新たな知見や

課題が明らかになった際には早急に対応すること 

・R6.8.2 に政府の地震調査研究推進本部が兵庫県北方沖～新潟県上越地方沖の日本海側の

海底活断層の長期評価を公表。 

・上越沖以北についての公表時期は未定。 

（３） 

使用済み核燃料搬出や廃炉などを進め、世界最大

の原子力発電所である柏崎刈羽原子力発電所にお

ける集中立地のリスクを軽減すること 

・R7.10.16 に東京電力の小早川社長が１,2 号機を廃炉にする方向で検討することを表

明。判断には 6号機再稼働後、１年半程度かかる見通しを示す。 

・R7.10.28 に 4号機の使用済核燃料 138 本をむつ市のリサイクル燃料備蓄センターに搬

出。現時点で今後の具体的な搬出計画は公表されていない。 

（４） 

原子力の利用に関する知見を有する県内大学・研

究機関等と連携し、安全対策のさらなる向上にむ

けた研究を推進すること 

・東京電力は長岡技術科学大学と令和２年２月に防災・減災に関する共同研究プロジェク

トの包括連携協定を締結。 
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要望項目 現状 

２．避難計画の実効性向上に向けた取組強化 

（１） 屋内退避対策   

  
・自宅での屋内退避に向けた住宅の耐震強化、 

気密化 

・地震との複合災害時における安全な屋内退避や、屋内退避指示下で困難が想定される倒壊

家屋における救命救助活動の負担軽減のために必要な住宅の耐震化等について、現時点で

支援制度はない。 

  ・避難所での屋内退避に向けた避難所環境整備 

・R7.8.29 の原子力関係閣僚会議で「屋内退避施設の集中整備の推進」として、「内閣府と 

文科省が連携し、UPZ（概ね 30km 圏内）圏内の避難所環境（体育館の気密化、空調等）の

集中整備を推進する方針が示される。学校以外の避難所に対する支援制度はない。 

・R7.10.16 の県議会で東京電力が避難所環境整備費に対する支援の意向を表明。 

  ・屋内退避の継続に向けた避難物資の備蓄、供給 

・新潟県は「災害時における応急生活物資等の協力に関する協定」等を民間企業等と締結。 

・新潟県及び関係市町村が備蓄している物資が不足する場合は、各物資関係省庁（総務省、

厚生労働省、農林水産省、経済産業省）が所管する関係業界団体等に調達要請を実施し、

地域内物資輸送拠点へ運搬する。 

・民間事業者等の協力体制の構築が今後の課題である。 

  
・住民に正確な情報提供を行うための情報提供 

システム整備 

・屋内退避者に対する確実、有効な情報提供システムの構築に関し、活用可能な支援制度が

ない。 

  

・屋内退避を円滑に継続するための医療・福祉施

設をはじめとする民間事業者等との協力体制の

構築など 

・原子力規制委員会の「原子力災害時の屋内退避の運用に関する検討チーム」の報告書の 

中で今後の課題として整理されたが、その後の対応状況は不明。 

・民間事業者等の協力体制の構築が今後の課題である。 
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要望項目 現状 

（２） 一時移転対策   

  

・避難路の整備 

（UPZ 自治体からの避難路となる主要な幹線路の 

整備及び消融雪施設の整備・維持管理） 

・R6.11.28 に避難路整備に関する国と県の協議の枠組みが設置された。 

・第 3 回会議（R7.9.25）において、ＵＰＺからの要望が共有され、今後、必要性につい

て国と県が精査することとされた。  

  
・道路啓開、除雪体制や資機材の確保、民間事業

者の協力体制の構築 

・R7.8.29 の原子力関係閣僚会議で「除排雪体制の強化」の方針が示された。 

・R7.10.16 の県議会で東京電力が新潟県が計画する除排雪車両の追加整備などについて資

金を拠出する方針を表明。 

・新潟県が除雪業者団体との原子力災害時の除雪に関する対応を協議中。 

・民間事業者等の協力体制の構築が今後の課題である。  

  
・避難用バスをはじめとした住民の避難手段の 

確保 

・R2.10.14 に新潟県は新潟県バス協会と「原子力災害時における人員の輸送に関する協定

書」を締結。 

・不測の事態により、確保した輸送能力で対応できない場合など、関係自治体からの要請

により実働組織が支援する。 

・民間事業者等の協力体制の構築が今後の課題である。 

  

・避難退域時検査（スクリーニング）のあり方を

はじめとした実効性のある具体的な避難体制の

構築など 

・R7.6.11 の原子力防災協議会で国から訓練による検証、検証結果を踏まえた改善等を政

府一丸となって行う方針が示される。 

（３） 広域避難計画の実効性向上に向けた避難訓練の実施 

 

 

 

・広域避難計画の実効性向上に向けた広域避難 

訓練の実施 
・R7.11.9 に全県を対象とした住民避難訓練（与板地域を対象）を実施。 
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要望項目 現状 

３．UPZ 自治体における原子力防災対策構築に対する財政支援 

  原子力防災体制構築に対する適切な財政支援策 
・新潟県原子力発電施設等緊急時安全対策補助金により防災対策事業に充当。 

（人件費等の支援なし） 

４．UPZ 自治体における住民福祉の向上等に対する支援 

（１） 

（２） 

  

電源三法交付金制度の見直し 

原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措

置法に基づく制度の見直 

・長岡地域、越路地域、小国地域以外が対象外となっている電源三法制度は見直しに 

 については不明。 

・R7.8.29 の原子力関係閣僚会議で特措法の範囲拡大が決定した。 

・特措法に関しては、R7.10.16 の県議会で国が年内に必要な通達改正などを進め、令和８

年度中に活用できるよう取り組む方針を示す。 

 

（２）新潟県への要望 

要望項目 現状 

５．その他 

（１） 
県民意識調査における UPZ 内の住民への配慮及び

各 UPZ 自治体に対する調査結果の情報提供 

・R7.9.3～R7.9.18 に実施した県民意識調査は県内 30 市町村 6,000 名に PAZ・UPZ6,000 名

を追加して計 12,000 名に調査票を送付。長岡市民は 1,200 名が対象。UPZ 自治体へ調査

結果を提供。 

・R7.10.24～R7.11.7 に PAZ・UPZ8,344 名を対象としたインターネット補足調査を実施。 

（２） UPZ 自治体の首長との意見交換の機会の創出 ・R7.11.14、長岡市内にて花角知事と UPZ７首長による意見交換会を開催予定。 

（３） 核燃料税の UPZ 自治体への配分 ・現在は立地自治体である新潟県、柏崎市、刈羽村のみに配分。 

 


